
　

証券コード2917

平成27年12月３日
　

株 主 各 位
　

大阪市福島区野田４丁目３番34号

代表取締役社長 稲 野 龍 平
　

第62回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第62回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席下さいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討下さいまして同封の議

決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年12月17日（木曜

日）午後５時45分までに到着するようご送付下さいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 平成27年12月18日（金曜日）午前10時

2. 場 所 大阪市北区中之島６丁目２番27号

中之島センタービル内

リーガロイヤルＮＣＢ ３階 花の間

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1. 第62期（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）事業報告および連結計算書類

ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

2. 第62期（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役９名選任の件

第４号議案 監査役１名選任の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さ
いますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた
場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.ohmoriya.com/）に掲
載させていただきます。
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（添付書類）

事 業 報 告

（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

1. 事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府の経済政策および日銀の追加金

融緩和政策による円安と株価上昇により企業業績や雇用情勢に改善がみられる一

方、海外の経済情勢が不安定なことや物価上昇懸念により、景気の先行きは依然

として不透明なまま推移いたしました。

当社グループを取り巻く市場環境も、消費者の生活防衛意識の高まりから、節

約志向、低価格志向が恒常化しており、製品販売価格は低迷が続いております。

また、当社の主要原材料である原料海苔は、平成25年度の収穫期における不作の

影響により仕入価格が高騰いたしましたが、平成26年度も漁期開始当初から品薄

感により仕入価格は更に高騰し、大変厳しい環境となりました。

このような状況のもと、当社グループにおきましては、消費者ニーズに合った

製品の強化に努めるとともに、販売促進費をはじめとする経費の削減、製造コス

トの低減に努めてまいりました。

その結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は16,280百万円とな

りました。利益面におきましては、原料海苔の高騰により売上総利益率が低下し

たことおよび当連結会計年度から子会社大森屋（上海）貿易有限公司を連結対象

としたことによる子会社の純損失額の影響により、営業利益は60百万円、経常利

益は69百万円、当期純損失は８百万円となりました。

なお、当連結会計年度は連結計算書類の作成初年度であるため、前年同期との

比較分析は行っておりません。

以下、品目別売上高の状況は次のとおりであります。

家庭用海苔につきましては、消費者ニーズに合った製品の強化を図り、積極的

な販売施策を推し進めた結果、売上高は6,528百万円となりました。進物品につき

ましては、ギフト市場の低迷が続いており、売上高は1,552百万円となりました。

ふりかけ等につきましては、前期に発売開始した「漁師めしの素ふりかけ」が好

調に推移し、売上高は3,221百万円となりました。業務用海苔につきましては、既

存取引先での販売が好調に推移し、売上高は4,934百万円となりました。
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品 目 別 売 上 高 構 成 比 主 要 製 品

百万円 ％

家 庭 用 海 苔 6,528 40.1 味付け海苔、焼き海苔

進 物 品 1,552 9.5 海苔製品詰め合わせ

ふ り か け 等 3,221 19.8 ふりかけ、お茶漬け海苔、スープ

業 務 用 海 苔 4,934 30.3 おにぎり用ラップ海苔

そ の 他 43 0.3

合 計 16,280 100.0

　

2. 今後の見通しと対処すべき課題

(1) 今後の見通し
今後の見通しにつきましては、景気は緩やかな回復局面にあるものの、不安

定な海外経済や原材料価格の上昇懸念などにより、わが国の経済は先行き不透
明な状況が続くものと想定されます。
このような状況の中、当社グループといたしましては、引き続き製造コスト

や販売促進費を中心とした経費の削減に注力するとともに、消費者ニーズに対
応した新製品の開発、積極的な販売活動を展開し、売上目標・利益目標の達成
と経営効率の向上に向けての努力を続けてまいります。今後とも「消費者的視
点にたった経営」を経営理念として、優れた価値ある製品を提供し、どのよう
な環境の変化にも対応できる販売競争力のある強固な企業体質の確立と経営効
率の向上を図ってまいります。

(2) 対処すべき課題
施策といたしましては、中期経営戦略として以下の５点を掲げております。

① 多様化、個性化する消費者の支持を得られる新製品の開発を強力に推進し
ていくこと。

② 新販路、新しいマーケットの更なる開拓強化を推し進めていくこと。
③ 平成12年に全工場・全製造品目で「ISO9002」の認証を取得、平成15年に
「ISO9001：2000年版」の認証を取得、平成21年には「ISO9001：2008年版」の
認証を取得いたしましたが、今後も更に製品の安全性、品質の安定性、顧客
への安心感を高めていくこと。

④ 生産性の向上と全社的経費削減を継続して実行していくこと。
⑤ 中国をはじめとする海外マーケットを開拓すること。
以上を積極的に取り組み、強固な企業体質の確立と業績の向上に邁進してま

いる所存であります。
　
株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよう

よろしくお願い申しあげます。
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3. 設備投資および資金調達の状況

当連結会計年度は、工場の合理化と製品の品質向上を目的とした生産設備の更
新やコンピュータシステムの更新など、総額143百万円の投資を実施しました。所
要資金は、自己資金をもって充当いたしました。

　
4. 事業の譲渡・譲受け、吸収分割または新設分割等の状況

該当事項はありません。
　
5. 財産および損益の状況の推移

①企業集団

区 分
第59期

(平成24年９月期)

第60期

(平成25年９月期)

第61期

(平成26年９月期)

第62期
(当連結会計年度)
(平成27年９月期)

売 上 高(百万円) ― ― ― 16,280

経 常 利 益(百万円) ― ― ― 69

当 期 純 利 益(百万円) ― ― ― △8

１株当たり当期純利益(円) ― ― ― △1.59

総 資 産(百万円) ― ― ― 12,048

純 資 産(百万円) ― ― ― 9,606

１株当たり純資産額(円) ― ― ― 1,893.90

(注) 1. 当社は、当連結会計年度より連結計算書類を作成しております。
2. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出し、銭未満を四捨五入して

表示しております。
　なお、期中平均発行済株式総数は自己株式を控除して算出しております。

②当社

区 分
第59期

(平成24年９月期)

第60期

(平成25年９月期)

第61期

(平成26年９月期)

第62期
(当事業年度)
(平成27年９月期)

売 上 高(百万円) 16,396 15,516 15,630 16,240

経 常 利 益(百万円) 298 388 301 97

当 期 純 利 益(百万円) 145 206 202 19

１株当たり当期純利益(円) 28.68 40.73 39.89 3.93

総 資 産(百万円) 12,367 12,227 12,458 12,051

純 資 産(百万円) 9,430 9,577 9,701 9,664

１株当たり純資産額(円) 1,857.97 1,887.22 1,912.16 1,905.23
　
(注) １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出し、銭未満を四捨五入して

表示しております。
なお、期中平均発行済株式総数は自己株式を控除して算出しております。
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6. 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率 事 業 内 容

大森屋（上海）貿易有限公司 6,300千人民元 　100 ％ 食品及び食品関連商材の貿易・販売等

　

7. 主要な事業内容（平成27年９月30日現在）

当社グループは主として、海苔加工販売を事業とし、これに附帯する業務を営

んでおります。

　
8. 主要な営業所および工場（平成27年９月30日現在）

①当社
　

名 称 所 在 地

本 社 ・ 大 阪 支 店 大阪市福島区野田４丁目３番34号

特 販 部 大阪市此花区西九条１丁目１番60号

東 京 支 店 東京都練馬区高野台２丁目27番17号

福 岡 工 場 福岡県柳川市大和町豊原111

広 川 工 場 福岡県八女郡広川町大字日吉548番16

関 西 物 流 セ ン タ ー 兵庫県西宮市山口町阪神流通センター１丁目93号

②子会社

子 会 社 名 所 在 地

大森屋（上海）貿易有限公司 中華人民共和国 上海市

9. 従業員の状況（平成27年９月30日現在）
　

会 社 名 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 令 平 均 勤 続 年 数

株式会社大森屋 125名 ＋2名 44.9才 17.5年

大森屋(上海)貿易有限公司 3 0 46.0 3.3

合計または平均 128 ＋2 44.9 17.1
　

(注) 従業員は上記のほか、最近１年間において月平均222名の臨時従業員（パートタイマーおよび嘱
託）を雇用しております。

　
10. その他企業集団の現況に関する重要な事項

特記すべき事項はありません。
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Ⅱ．会社の状況に関する事項（平成27年９月30日現在）

1. 株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 11,561,360株

(2) 発行済株式の総数 5,098,096株

(3) 株主数 1,230名 (前期末比25名増加)

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

大 森 屋 共 栄 持 株 会 440 8.68

楠 瀬 好 房 413 8.15

稲 野 龍 平 302 5.97

稲 野 達 郎 302 5.96

稲 野 惠 子 203 4.02

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 140 2.76

農 林 中 央 金 庫 140 2.76

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 140 2.76

稲 野 貴 之 132 2.61

大 森 屋 社 員 持 株 会 102 2.01
　

(注) 持株比率は、自己株式（25,561株）を控除して計算しております。
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2. 会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等
　

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 稲 野 龍 平

専 務 取 締 役 楠 瀬 好 房 営業部門管掌

専 務 取 締 役 川 口 良 夫 営業本部長

常 務 取 締 役 稲 野 達 郎
管理本部長兼営業企画部長
大森屋(上海)貿易有限公司 董事長

常 務 取 締 役 稲 野 貴 之 製造本部長兼特販本部長

取 締 役 菊 本 幹 茂 営業本部副本部長兼東日本ブロック長

取 締 役 西 野 貴 博
製造本部副本部長兼福岡工場長兼広川工
場長

取 締 役 大 當 敏 仁 特販本部特販部長

常 勤 監 査 役 別 所 厚

監 査 役 村 川 義 夫

監 査 役 叶 智 加 羅
叶法律事務所 代表
松本油脂製薬株式会社 社外監査役

監 査 役 北 村 英 嗣 北村会計事務所 代表
　
(注) 1. 監査役叶智加羅氏および北村英嗣氏は社外監査役であり、東京証券取引所に独立役員として

届け出ております。
2. 監査役北村英嗣氏は、税理士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見

を有するものであります。

(2) 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額

取締役 ８名 98,946千円

監査役 ４名 14,070千円（うち社外監査役 ２名 4,800千円）
(注) 1. 上記の報酬等の総額には、当事業年度における役員退職慰労引当金の繰入額

11,783千円（取締役11,333千円、監査役450千円）を含んでおります。
2. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりませ

ん。
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(3) 社外役員に関する事項

　① 重要な兼職先と当社との関係

　重要な兼職先と当社との間には、特別の関係はありません。

② 取締役会および監査役会への出席状況
　

区 分
取締役会（12回開催） 監査役会（12回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

監 査 役 叶 智加羅 10回 83.3％ 10回 83.3％

監 査 役 北 村 英 嗣 11回 91.7％ 11回 91.7％

　
③ 取締役会および監査役会における発言状況

　監査役叶智加羅氏は、弁護士として法律に精通した専門的見地から

適宜質問し、意見を述べました。

　監査役北村英嗣氏は、税理士として税務に精通した専門的見地から

適宜質問し、意見を述べました。
　

(4) 社外取締役を置くことが相当でない理由

当社は、経営の透明性の確保およびコーポレート・ガバナンスの強化を図る

ため、社外取締役の人選を進めておりましたが、その選任議案を株主総会に提

案するに至っておりませんでした。本定時株主総会において、株主総会参考書

類に記載のとおり、第３号議案の取締役９名選任の中で、社外取締役１名選任

を提案しております。
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3. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

ひびき監査法人
　

(2) 会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

15,000千円

② 当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の

利益の合計額

15,000千円
　

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引
法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま
せんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会は、前期の監査実績の分析・評価、計画と実績との対比、会計監査

人の職務執行状況、監査計画における監査時間・配置計画、報酬見積額の相当

性などを確認し、検討の結果、会計監査人の報酬額につき会社法第399条第１項

の同意を行っております。
　

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合には、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解

任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集さ

れる株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま

す。

なお、監査役会は、会計監査人の継続監査年数等を勘案しまして、再任もし

くは不再任の決定を行います。
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Ⅲ．会社の体制および方針

1. 業務の適正を確保するための体制

当社の「内部統制システム構築の基本方針」の概要は以下のとおりであります。

(1) 当社および子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適

合することを確保するための体制

① 取締役は、職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため各

分掌に従い、担当する部署の内部統制を整備し、諸規程の周知徹底を図ると

ともに、取締役会規程、経営会議規程、職務権限規程を遵守する。

② 全役職員に当社の企業倫理、法令遵守の基本姿勢を明確にするため、経営

理念（「消費者的視点にたった経営」）、業務指針を制定し周知徹底する。

③ コンプライアンス委員会（委員長：常務取締役管理本部長）を設置し、コ

ンプライアンスマニュアルを制定し、全役職員に配布する。当委員会は定例

的に会合を開催し、コンプライアンス状況の問題点を把握し、その徹底・推

進を図る。

④ 業務活動全般にわたる内部監査については、社長直属の組織である監査室

が定期的に実施する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項

① 取締役の職務の執行に係る情報については、「文書取扱規程」に基づき、定

められた期間、厳正に保存および管理する。

② 取締役または監査役は、常時、これらの文書を閲覧できるものとする。

③ 法令または証券取引所の規則等に情報の開示を定められている事項は、当

然に速やかに開示する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社および子会社の経営上のリスクの分析および対策の検討は、社長を議

長とする経営会議において行う。

② 品質、安全、生産、情報管理等に関する事項は諸規程に定め、コンプライ

アンスに関する事項はコンプライアンス委員会によりマニュアルに定め、リ

スク発生の予防と最小化を図る。

③ 監査室は、リスク管理に関する事項もチェック項目とし、定例的に点検す

る。

④ 不測の事態が発生した場合は、社長を本部長とする対策本部を設置し、迅

速な対応を行い、損失拡大の防止とその早期解決に集中する。また、再発防

止策の実施も図る。
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(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役会および経営会議を毎月定例開催し、業務執行に関する重要事項の

決定および取締役の職務の執行状況の監督等を行う。

② 環境の変化に対応するため、取締役会および経営会議は定例開催の他、必

要に応じて随時開催する。

③ 経営会議の下部組織として、取締役を含む管理者会議を定例開催し、経営

方針の確認、業績の確認、問題点の把握、対策検討等を実施することにより、

あらゆる面の全社的な情報共有化を図る。

④ 組織規程、業務分掌規程、職務権限規程において、それぞれの責任者およ

びその責任、執行手続きを定め、職務の執行が効率的に行われる体制を確保

する。

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体

制

① 子会社は重要事項決定にあたり、その決定の客観的公正性を担保する目的

から、当社経営会議に付議のうえ決定するものとする。

② 子会社は経営状況を明らかにするため、進捗状況等を当社経営会議で報告

するものとする。

③ 子会社のリスク予防・管理、その他の業務運営を監査するため、監査室が

定期的に監査するものとする。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

① 監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助すべき使用人を置くものと

する。その当該使用人は監査役の指揮命令下におくものとし、取締役からの

命令は受けないものとする。

② 当該使用人の任命および異動等に関しては、監査役会の同意を得ることと

し、取締役からの独立性を確保する。

(7) 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制

① 監査役は、取締役会、経営会議、その他重要な会議に出席し、また、重要

な決裁書類および関係資料を閲覧する。

② 取締役は、監査役が出席する取締役会等の重要な会議において担当する業

務の執行状況を報告する。

③ 当社および子会社の取締役および使用人は、当社に著しい損失を与えるお

それのある事項および法令、定款違反や不法行為を発見したときは、直ちに

監査役に報告する。

④ 当社および子会社は、前号に従い監査役への報告を行った取締役および使

用人に対して、不利益な扱いを行うことを禁止し、その旨を全役職員に周知

徹底する。

― 11 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年11月18日 14時50分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



(8) 監査役の職務執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する

事項

　 監査役は、監査役の職務の遂行について生ずる費用の前払または支出した

費用等の請求をすることができ、当社は、その費用等が監査役の職務の執行

について生じたものではないことを証明できる場合を除き、これに応じるも

のとする。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役は、いつでも取締役および使用人に対して事業状況の報告を求め、

業務および財産状況の調査をすることができる。

② 監査室は、内部監査の状況報告を監査役に対しても定期的および必要に応

じ行い、相互の連携を図る。

(10) 反社会的勢力の排除に向けた体制

① コンプライアンスマニュアル(企業行動規範)の中に反社会的勢力の排除を

明確に掲げるとともに、本方針を全役職員に周知徹底する。

② 反社会的勢力に対する直接的な利益供与の排除は言うまでもなく、間接的

な利益供与についても、毅然とした態度で臨むとともに、一切の関係を遮断

する。

③ 大阪府企業防衛連合協議会に入会し、加盟企業間での情報の交換・収集、

セミナーへの参加等を行い、日頃から対応体制を整備する。

④ 反社会的勢力に関する情報は、総務部に集約し一元管理する。

⑤ 万一、問題が発生した場合においても、必要に応じて警察や弁護士等の専

門家に相談し、適切な対応を行う。

　
2. 業務の適正を確保する体制の運用状況の概要

当社は、上記内部統制システム構築の基本方針に基づき、取締役は各分掌に従

い、担当する部署の内部統制を整備し、各員に対して諸規程の周知徹底を図って

おります。コンプライアンス委員会は月１回のペースで開催し、コンプライアン

ス状況について問題点を洗い出し、その改善を図っております。

内部監査につきましては、社長直轄の組織として監査室を設置し、定期的に業

務活動について法令や社内規程に基づき適切に行われているかどうかをチェック

し、被監査部門に対し、改善にむけた指摘・指導を行っております。監査室は監

査役に対して内部監査の状況報告を定期的および必要に応じて行い、相互の連携

を図っております。

監査役は、取締役会、経営会議等の重要な会議に出席するほか、取締役、従業

員からの報告聴取、重要な決裁書類の閲覧を行っております。また、会計監査人

との間で、最低年２回の頻度で、監督方針、監査実施状況等について報告・説明

会を実施し、監査の有効性、効率性を高めております。

　
3. 会社の支配に関する基本方針

会社の支配に関する基本方針については、重要な事項と認識し継続的な検討を

行っておりますが、現状の財政状態、経営成績の推移および株主構成等を鑑みて、

現時点では具体的な防衛策は導入いたしておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成27年９月30日現在）
　

(単位：千円)
　

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 9,237,204 流 動 負 債 1,883,326

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,477,460

2,882,834

4,598,252

71,700

206,957

2,811,111

2,242,979

456,873

258,440

1,509,111

18,553

43,730

524,400

377,935

52,789

104,675

△11,000

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

退 職 給 付 に 係 る 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他

負 債 合 計

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

退職給付に係る調整累計額

897,303

835,265

10,930

83,302

56,524

558,104

342,702

213,587

1,814

2,441,430

9,506,246

814,340

1,043,871

7,672,919

△24,884

100,638

122,795

11,300

△33,457

純 資 産 合 計 9,606,885

資 産 合 計 12,048,315 負 債 及 び 純 資 産 合 計 12,048,315
　
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

　
(単位：千円)

　

科 目 金 額

売 上 高 16,280,915

売 上 原 価 10,933,198

売 上 総 利 益 5,347,716

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,287,535

営 業 利 益 60,181

営 業 外 収 益

受 取 利 息 286

受 取 配 当 金 6,235

為 替 差 益 1,525

そ の 他 3,757 11,804

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,916

そ の 他 760 2,677

経 常 利 益 69,308

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 5,374

固 定 資 産 売 却 損 26 5,400

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 63,908

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 17,634

法 人 税 等 調 整 額 54,359 71,994

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 損 失 △8,086

当 期 純 損 失 △8,086
　
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

　

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 814,340 1,043,871 7,781,709 △23,733 9,616,187

会計方針の変更による累積的影響額 8,065 8,065

会計方針の変更を反映した当期首残高 814,340 1,043,871 7,789,774 △23,733 9,624,252

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △101,474 △101,474

当 期 純 損 失 △8,086 △8,086

新 規 連 結 に よ る 変 動 △7,294 △7,294

自 己 株 式 の 取 得 △1,150 △1,150

株主資本以外の項目の当期変動
額(純額)

―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △116,855 △1,150 △118,006

当 期 末 残 高 814,340 1,043,871 7,672,919 △24,884 9,506,246

その他の包括利益累計額

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

為替換算調整勘定 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

当 期 首 残 高 85,555 85,555 9,701,743

会計方針の変更による累積的影響額 8,065

会計方針の変更を反映した当期首残高 85,555 85,555 9,709,808

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △101,474

当 期 純 損 失 △8,086

新 規 連 結 に よ る 変 動 △7,294

自 己 株 式 の 取 得 △1,150

株主資本以外の項目の当期変動
額(純額)

37,239 11,300 △33,457 15,083 15,083

当 期 変 動 額 合 計 37,239 11,300 △33,457 15,083 △102,922

当 期 末 残 高 122,795 11,300 △33,457 100,638 9,606,885

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
　

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

　１.連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 大森屋（上海）貿易有限公司

　なお、大森屋（上海）貿易有限公司については、当連結会計年度より連結の範囲に含めており

ます。

　

　２.連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の大森屋（上海）貿易有限公司の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、当該子会社の平成27年９月30日現在で実施した仮決算に基づ

く計算書類を使用しております。

　３.会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

総平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・原材料・仕掛品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）

貯蔵品

最終仕入原価法

（2） 重要な固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社は定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法）を採用し、在外連結子会社については、定額法を採用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を

計上しております。
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③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（4） 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。

（5） その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（会計方針の変更）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平

成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職

給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及

び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式

基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、

退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用す

る方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従

って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響

額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が12,465千円減少し、利益剰余金が

8,065千円増加しております。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益、税金等調整前当期純

利益に与える影響は軽微であります。

（連結貸借対照表に関する注記）

　 有形固定資産の減価償却累計額 3,564,983千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 5,098,096株

2. 剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額等

平成26年12月19日開催の第61回定時株主総会において、次のとおり決議しております。

① 配当金の総額 101,474千円

② １株当たり配当額 20円

③ 基準日 平成26年９月30日

④ 効力発生日 平成26年12月22日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成27年12月18日開催の第62回定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

① 配当金の総額 76,088千円

② １株当たり配当額 15円

③ 配当の原資 利益剰余金

④ 基準日 平成27年９月30日

⑤ 効力発生日 平成27年12月21日

　

（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、資金調達（主に短期）

については銀行等金融機関からの借入によっております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金に係わる信用リスクは、販売管理規程及び売掛債権管理に

関する細則に沿ってリスク低減を図っております。

投資有価証券は全て株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し

ております。

営業債務である支払手形及び買掛金、未払金は主に２ケ月以内の支払期日であります。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
平成27年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません
（（注）2.参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現 金 及 び 預 金 1,477,460 1,477,460 ―

(2) 受取手形及 び 売 掛 金 2,882,834 2,882,834 ―

(3) 投 資 有 価 証 券
( そ の 他 有 価 証 券 )

374,055 374,055 ―

資 産 計 4,734,350 4,734,350 ―

(1) 支払手形及 び 買 掛 金 897,303 897,303 ―

(2) 未 払 金 835,265 835,265 ―

負 債 計 1,732,569 1,732,569 ―

(注) 1. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資 産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。
(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
負 債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。
2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非 上 場 株 式 3,880

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること
から、資産の「（3) 投資有価証券（その他有価証券）」には含めておりません。

3. 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内（千円）

現 金 及 び 預 金 1,477,460

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 2,882,834

合 計 4,360,294

　
（賃貸等不動産に関する注記）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
　
（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 1,893円90銭

2. １株当たり当期純損失 1円59銭
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貸 借 対 照 表

（平成27年９月30日現在）
(単位：千円)

　

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 9,203,678 流 動 負 債 1,878,351

現 金 及 び 預 金 1,446,556 支 払 手 形

電 子 記 録 債 務

買 掛 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

預 り 保 証 金

負 債 合 計

( 純 資 産 の 部 )

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

164,261

185,480

544,047

833,806

10,930

48,043

2,285

6,195

83,302

508,757

293,355

213,587

1,814

2,387,109

9,541,558

814,340

1,043,871

1,043,871

7,708,231

93,500

7,614,731

7,080,000

534,731

△24,884

122,795

122,795

受 取 手 形 17,358

売 掛 金 2,872,357

製 品 589,640

仕 掛 品 82,276

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 3,924,034

前 払 費 用 125

繰 延 税 金 資 産 71,700

未 収 収 益 99

未 収 入 金 11,564

未 収 還 付 法 人 税 等 76,163

未 収 消 費 税 等 108,144

そ の 他 3,658

固 定 資 産 2,847,784

有 形 固 定 資 産 2,242,480

建 物 435,125

構 築 物 21,249

機 械 装 置 257,228

車 両 運 搬 具 1,212

工 具 器 具 備 品 18,553

土 地 1,509,111

無 形 固 定 資 産 43,730

電 話 加 入 権 1,675

ソ フ ト ウ エ ア 42,055

投 資 そ の 他 の 資 産 561,573

投 資 有 価 証 券 377,935

出 資 金 19,264

関 係 会 社 出 資 金 54,380

長 期 前 払 費 用 482

繰 延 税 金 資 産 36,899

会 員 権 24,720

保 証 金 9,924

保 険 積 立 金 47,441

そ の 他 1,523

貸 倒 引 当 金 △11,000 純 資 産 合 計 9,664,353

資 産 合 計 12,051,462 負 債 及 び 純 資 産 合 計 12,051,462
　
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

　
(単位：千円)

　

科 目 金 額

売 上 高 16,240,643

売 上 原 価 10,907,108

売 上 総 利 益 5,333,535

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,245,712

営 業 利 益 87,822

営 業 外 収 益

受 取 利 息 286

受 取 配 当 金 6,235

為 替 差 益 1,525

雇 用 助 成 金 受 入 1,103

そ の 他 2,531 11,680

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,916

そ の 他 260 2,177

経 常 利 益 97,325

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 5,374

固 定 資 産 売 却 損 26 5,400

税 引 前 当 期 純 利 益 91,925

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 17,634

法 人 税 等 調 整 額 54,359 71,994

当 期 純 利 益 19,930
　
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

　

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 814,340 1,043,871 93,500 7,080,000 608,209 △23,733 9,616,187

会計方針の変更による累積的影響額 8,065 8,065

会計方針の変更を反映した当期首残高 814,340 1,043,871 93,500 7,080,000 616,274 △23,733 9,624,252

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △101,474 △101,474

当 期 純 利 益 19,930 19,930

自 己 株 式 の 取 得 △1,150 △1,150

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― △81,543 △1,150 △82,694

当 期 末 残 高 814,340 1,043,871 93,500 7,080,000 534,731 △24,884 9,541,558

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

当 期 首 残 高 85,555 9,701,743

会計方針の変更による累積的影響額 8,065

会計方針の変更を反映した当期首残高 85,555 9,709,808

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △101,474

当 期 純 利 益 19,930

自 己 株 式 の 取 得 △1,150

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

37,239 37,239

当 期 変 動 額 合 計 37,239 △45,454

当 期 末 残 高 122,795 9,664,353

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

総平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

① 製品・原材料・仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）

② 貯蔵品

最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法に

よっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。

(3) 長期前払費用

均等償却

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上してお

ります。

(3) 退職給付引当金

社員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当期末において発生していると認められる額を計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。
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② 数理計算上の差異の処理方法

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しております。

準社員については、簡便法により規程に基づく期末要支給額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

4. 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算

書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。個別貸借対照表上、退職給付債務に

未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用を加減した額から、年金資産の額を控除した

額を退職給付引当金に計上しております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

（会計方針の変更）

　 退職給付に関する会計基準等の適用

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計

基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平

成27年３月26日。）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の

決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年

数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単

一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従

って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を

繰越利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が12,465千円減少し、繰越利益剰余金が8,065千

円増加しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益、税引前当期純利益、１株当たり

純資産額および１株当たり当期純利益に与える影響は軽微であります。

（貸借対照表に関する注記）

1. 関係会社に対する短期金銭債権

2. 関係会社に対する短期金銭債務

4,700千円

8,348千円
2. 有形固定資産の減価償却累計額 3,563,644千円

　

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引 売上高 5,472千円

仕入高 47,950千円

　

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 25,561株
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（税効果会計に関する注記）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 43,378千円

賞与引当金 27,489千円

退職給付引当金 94,727千円

役員退職慰労引当金 68,775千円

関係会社出資金評価損 14,157千円

会員権評価損 9,982千円

出資金評価損 4,555千円

貸倒引当金 3,542千円

その他 7,807千円

繰延税金資産小計 274,414千円

評価性引当額 △102,912千円

繰延税金資産合計 171,501千円

繰延税金負債

未収事業税 4,583千円

その他有価証券評価差額金 58,318千円

繰延税金負債合計 62,902千円

繰延税金資産の純額 108,599千円

　
2. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正

する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開

始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.3％から平成27年10月１日に開

始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.0％に、平成28年10月１日に開始する

事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.2％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の純額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は14,214千

円減少し、法人税等調整額が同額増加しております。

（関連当事者との取引に関する注記）

記載すべき重要な取引はありません。

　

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 1,905円23銭

2. １株当たり当期純利益 3円93銭

　

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
　

平成27年11月10日

株式会社 大 森 屋

　取締役会 御中

ひ び き 監 査 法 人
　

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 堀 亮 三 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 坂 東 和 宏 ㊞
　

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社大森屋の平成26年10月１日から

平成27年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、株式会社大森屋及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間

の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

　以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書
　

平成27年11月10日

株式会社 大 森 屋

　取締役会 御中

ひ び き 監 査 法 人
　

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 堀 亮 三 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 坂 東 和 宏 ㊞
　

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社大森屋の平成26年10月１

日から平成27年９月30日までの第62期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附

属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ

の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適

正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細

書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

　以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
　

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成26年10月1日から平成27年9月30日までの第62期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、

本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監

査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類

等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査い

たしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び

情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集

団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100

条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び

当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取

締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について

報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月

28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応

じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計

算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及

びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務

の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年11月12日

株式会社 大森屋 監査役会

常勤監査役 別 所 厚 ㊞

監 査 役 村 川 義 夫 ㊞

社外監査役 叶 智加羅 ㊞

社外監査役 北 村 英 嗣 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
　

　第１号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

当社は、株主の皆様への適正な利益還元と安定配当の継続実施を基本方針と

しております。

当期末の配当につきましては、極めて厳しい当期の業績および財政状態等を

総合的に勘案し、誠に遺憾ではありますが、前期に比べ５円減配し、１株につ

き15円とさせていただきたいと存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式 １株につき金15円

総額 76,088,025円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成27年12月21日
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　第２号議案 定款一部変更の件

　 1. 変更の理由

社外取締役および監査役に適切な人材の招聘を容易にし、期待される役割を

十分発揮できるようにするため、会社法第427条第１項の規定により、定款第21

条（取締役の責任限定契約）および第31条（監査役の責任限定契約）の規定を

新設するものであります。

なお、定款第21条の新設につきましては、各監査役の同意を得ております。

　 2. 変更の内容

　 変更の内容は、次のとおりであります。

（下線は、変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

第１条～第20条（条文省略） 第１条～第20条（現行どおり）

　（新設） （取締役の責任限定契約）

第21条 当会社は、会社法第427条第１

項の規定により、取締役（業務執

行取締役等であるものを除く。）

との間に同法第423条第１項の責

任につき、善意でかつ重大な過失

がない場合は、その責任を法令の

定める限度額に限定する旨の契約

を締結することができる。

第21条～第29条（条文省略） 第22条～第30条（現行どおり）

（新設） （監査役の責任限定契約）

第31条 当会社は、会社法第427条第１

項の規定により、監査役との間に

同法第423条第１項の責任につき、

善意でかつ重大な過失がない場合

は、その責任を法令の定める限度

額に限定する旨の契約を締結する

ことができる。

第30条～第37条（条文省略） 第32条～第39条（現行どおり）
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　第３号議案 取締役９名選任の件

取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、経営の透明性の確保およびコーポレート・ガバナンスの強化を図

るため社外取締役を１名選任することとし、これにより取締役９名の選任をお願

いいたしたいと存じます。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および

重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社

株 式 の 数

１
稲 野 龍 平
い な の りゅうへい

(昭和15年３月４日生)

昭和63年11月

当社代表取締役副社長製造本部長

平成17年４月

当社代表取締役副社長製造部門、仕入部

門、特販部門管掌

平成25年４月

当社代表取締役社長

現在に至る

302,838株

２
楠 瀬 好 房
く す せ よしふさ

(昭和23年９月23日生)

昭和63年11月

当社専務取締役営業本部長

平成17年４月

当社専務取締役営業部門管掌

現在に至る

413,582株

３ 川 口 良 夫
かわぐち よ し お

(昭和24年５月24日生)

昭和49年12月

当社入社

平成５年12月

当社取締役営業本部部長

平成６年10月

当社取締役東日本ブロック長兼東京支店

長

平成15年12月

当社常務取締役営業本部副本部長

平成17年４月

当社常務取締役営業本部長

平成26年12月

当社専務取締役営業本部長

現在に至る

1,000株
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候補者

番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および

重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社

株 式 の 数

４
稲 野 達 郎
い な の たつろう

(昭和39年７月29日生)

平成５年５月

当社入社

平成13年12月

当社取締役営業本部営業企画担当兼商品

開発担当部長

平成17年10月

当社常務取締役社長室長兼営業企画部長

平成22年10月

当社常務取締役管理本部長兼営業企画部

長

現在に至る

(重要な兼職の状況)

大森屋(上海)貿易有限公司 董事長

302,419株

５
稲 野 貴 之
い な の た か し

(昭和47年５月13日生)

平成８年４月

当社入社

平成16年12月

当社取締役特販部長

平成17年４月

当社取締役製造本部長兼特販部長

平成22年10月

当社取締役製造本部長兼特販本部長

平成26年12月

当社常務取締役製造本部長兼特販本部長

現在に至る

132,150株

６
菊 本 幹 茂
きくもと みきしげ

(昭和29年８月８日生)

昭和52年４月

当社入社

平成13年12月

当社取締役近畿ブロック長兼大阪支店長

平成17年４月

当社取締役営業本部副本部長兼西日本営

業統括兼近畿ブロック長兼大阪支店長

平成21年10月

当社取締役営業本部副本部長兼東日本営

業統括兼東日本ブロック長

平成26年10月

当社取締役営業本部副本部長兼東日本ブ

ロック長

現在に至る

6,000株
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候補者

番 号

氏 名

(生 年 月 日)

略歴、地位、担当および

重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社

株 式 の 数

７
西 野 貴 博
に し の た か ひ ろ

(昭和32年５月３日生)

昭和58年７月

当社入社

平成15年12月

当社福岡工場長

平成17年４月

当社製造本部副本部長兼福岡工場長

平成26年12月

当社取締役製造本部副本部長兼福岡工場

長兼広川工場長

現在に至る

1,000株

８
大 當 敏 仁
おおあたり としひと

(昭和36年12月30日生)

平成８年６月

　当社入社

平成21年６月

当社特販部長

平成26年12月

当社取締役特販本部特販部長

現在に至る

1,000株

９
叶
かのう

　 裕 一
ひろかず

(昭和55年10月11日生)

平成22年11月

最高裁判所司法研修所入所

平成23年12月

大阪府弁護士会登録（現）

平成23年12月

叶法律事務所入所

現在に至る

0株

(注)１．各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．叶裕一氏は、新任の社外取締役候補者であります。
　 (1)同氏を社外取締役の候補者とした理由は、弁護士としての法的な専門知

識を活かしていただくこと、経営戦略に対する適切なモニタリング能力お
よび助言能力を活かしていただくこと、また疑問点は率直に呈していただ
き、議論を行い、継続審議、議案への反対等の提案も行うことができる独
立性を発揮していただくためであります。

(2)同氏の選任が承認された場合、第２号議案「定款一部変更の件」が承認可
決されることを条件に、同氏との間に、法令が規定する額を限度額とす
る、会社法第423条第１項の責任を限定する契約を締結する予定でありま
す。

(3)同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独
立役員として同取引所に届け出る予定であります。

(4)同氏は、社外監査役叶智加羅氏の長男であります。
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　第４号議案 監査役１名選任の件

監査役叶智加羅氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査

役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名

(生 年 月 日)
略歴、地位および重要な兼職の状況

所有する当社

株 式 の 数

叶
かのう

　智加羅
ち か ら

(昭和22年８月５日生)

昭和52年４月

大阪府弁護士会登録

昭和55年４月

弁護士事務所設立（現）

平成３年３月

当社監査役（現）

現在に至る

(重要な兼職の状況)

叶法律事務所代表

松本油脂製薬株式会社 社外監査役

0株

(注) 1. 候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

2. 叶智加羅氏は、社外監査役候補者であり、東京証券取引所に独立役員として

届け出ております。同氏は、弁護士を現任されており、法曹としての知識と

経験を、当社経営の監査に反映していただくため、社外監査役として選任を

お願いするものであります。

なお、同氏の当社社外監査役在任期間は、本総会終結の時をもって24年とな

ります。

3. 同氏の再任が承認された場合、第２号議案「定款一部変更の件」が承認可決

されることを条件に、同氏との間に、法令が規定する額を限度額とする、会

社法第423条第１項の責任を限定する契約を締結する予定であります。
　

以 上

― 35 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年11月18日 14時50分 $FOLDER; 35ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



至
神
戸

阪神電車

野田阪神駅

海
老
江
駅

野田駅

ＪＲ環状線

国道
　２号線 福島駅

新福島駅ＪＲ東西線

関
西
電
力

病
院大

阪

福
島
税
務
署

厚
生
年
金

病
院

福島駅
至大阪駅

堂島川

大阪市中央

卸売市場

安　　治　　川

野
田
駅

当
社

玉
川
駅

地
下
鉄
千
日
前
線

玉
江
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あ
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池
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新
な
に
わ
筋

会
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之
島

セ
ン
タ
ー

　

ビ　

ル

国
際
会
議
場

リ
ー
ガ

ロ
イ
ヤ
ル
ホ
テ
ル

市
バ
ス
船
津
橋

阿波座駅

地下鉄中央線

中　央　大　通至朝潮橋
　大阪港

京阪中之島線
中之島駅

　
株主総会会場ご案内図　

　
会 場 大阪市北区中之島６丁目２番27号

中之島センタービル内

リーガロイヤルＮＣＢ ３階 花の間

（注）受付は３階でいたしております。

交通機関 京阪電車 中之島駅２番出口徒歩約３分

JR東西線 新福島駅３番出口徒歩約10分

JR環状線 野田駅徒歩約15分

地 下 鉄 千日前線玉川駅５番出口徒歩約13分

　 千日前線阿波座駅９番出口徒歩約10分

市 バ ス 大阪駅より

　 53番（船津橋行）船津橋下車徒歩約１分
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